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は じ め に

日本経済はバブル崩壊にともなう戦後最大級の不況 に陥った後,93年 末から

一応拡大過程に入ったのであるが
,そ の足 どりは極めて重 く,生 産は2～3%

台の伸びに しかならなかったし,設 備投資も1ケ タの伸 びとなるのがやっとだ

った。その結果,97年 春か らの後退過程への突入 までに,両 者 とも前のピーク

を回復するには至 らず,こ の拡大過程は本来の意味での景気拡大 とならないま

ま終わって しまったのである。

しかし,こ うした日本経済の低迷の持続は当初から予測することので きたこ

とであった。

日本経済は1986年 の時点で,貿 易摩擦の激化や急激 な円高の進行によって,

それまでのように,電 子部品や電子機器の輸出拡大をは じめとする輸出の大 き

な拡大によって景気 を拡大 してい くことは最早全 く不可能になっていた し,70

年代後半に激化 した財政危機によってすでに80年代初めか ら実効ある景気対策

の策定が不可能になっていた財政事情は86年 までにさらに一層悪化 していたの

である。

こうしたことを主な要因として,日 本経済は1986年 の時点で深刻な行 き詰 ま

りに直面 していたのであ り,80年 代後半の深刻な停滞は必至な状況となってい

たのである。

誰でも知っているように,そ の時点で必至 となっていた深刻な経済の停滞は,

最後に残 された政策手段である金融の力に過度に依存することによって無理矢

理引 き起 こされたバブル景気によって無理に一時的に回避されたのであるが,
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このバブル景気 とその崩壊 にともなう戦後最大級の不況の中で,86年 の時点で

日本経済に深刻 な停滞を運命づけていた上のような要因はさらに一層強く作用

するようになっていったのである。

まず,貿 易摩擦 については,2期 目のレーガン政権時代の1985年 か ら87年 に

かけて行われたいわゆる 「MOSS協 議」 に続いて,ブ ッシュ政権時代の89年

から92年 にかけては 「日米構造協議」が,さ らに,ク リントン政権になると93

年から95年 にかけて 「日米包括経済協議」が行われ,こ の一連の過程で貿易摩

擦はさらに一層激化 していったのである。

また,バ ブル崩壊 にともなう戦後最大級の不況による輸入の低迷は一時円安

の方向に向かっていた為替相場を逆転 させ,91年 以降急激な円高をもたらした。

この急激な円高は電気や自動車をはじめとする日本の製造業の国際競争力に大

きな打撃を与えるとともに,貿 易摩擦の激化 と並んで,日 本企業の海外生産の

一層の増大を促 していったのである。

さらに,国 家財政の面ではバブル景気の間は歳入の伸びの上昇 によって国債

発行額の減少傾向が持続 していたが,戦 後最大級の不況によって税収が落ち込

む中で,不 況に対抗するため,公 共事業 を大きく拡大 したことによって,国 債

発行額が再び急増 し,財 政事情は再び急激 に悪化 していった。 このため,景 気

対策のための財政支出の拡大 も前より一層困難 となってしまったのである。

こうして,バ ブル景気 とバブル崩壊にともなう戦後最大級の不況を経て,す

でにバブルが始まる前 に日本経済が陥っていた困難がさらに一層大きくなって

日本経済の前に立ちはだかることになったのである。したがって,91年 春から

93年末までの長 く深かった不況か ら脱 して,景 気が回復過程に入っていったと

して も,そ の回復過程が極めて足 どりの重いものとならざるをえなかったこと

は極めて当然のことだったのである。

本稿は93年 末か ら97年春までの景気回復過程が極めて足 どりの重い ものとな

らざるをえなかった必然性についての以上のような考え方を具体的事実で明ら

かにしてい くことを課題 としている。

第1章 では,ま ず,た とえ極めて足 どりの重いものであったとしても,と に
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か く景気は93年 末から回復を始めたのであるか ら,そ の回復の基本的要因につ

いて明 らかにする。そ して,続 く,第2章,第3章 でその景気回復が極めて足

どりの重いもの とならざるをえなかった必然性について,実 体面 と財政面に分

けてそれぞれの面から明 らかにしてい くことにする。

第1章 景気回復の要因

第1節 回復過程の概観

本章では93年 末からの景気回復の基本的要因について明 らかにするが,そ の

前にまず,そ の景気回復過程の特徴 を基本的な経済指標で確認 してお くことに

しよう。
第1-1表 四半期毎の鉱工業生産指数(季 節調初めに

,鉱 工業生産を見てみ 整値
,1995年=・100)と その伸び率(前

ると,四 半期毎では(第1-1

表),94年 に入ってか らプラス

に転 じているが,回 復の足 どり

は重 く,第1四 半期 は0.1%と

回復に向かったといっても横ば

いにとどまっているし,第ll四

半期 もまだ1.4%と 低い伸びに

とどまっている。第皿四半期に

なって ようや く2.2%と やや高

い伸びとなったが,続 く第IV四

半期か らは伸びが落ちてい き,

95年 第 皿四半期 には 一1.6%と

やや大 きなマイナスとなってし

まっている。続 く第IV四 半期に

期比,%)

指数 伸び率 指数 伸び率
90年 94年

1 101.7 0.9 1 94.4 0.1

H 103.8 2.1 H 95.7 1.4

皿 105.5 1.6 皿 97.8 2.2

w 106.9 1.3 w 99.1 1.3

91年 95年

1 107.3 0.4 1 99.8 0.7

H 106.7 一 〇
.6 H 100.5 0.7

皿 106.3 一 〇 .4 皿 98.9 一1 .6

IV 105.0 一1
.2 IV 100.8 1.9

92年 96年

1 102.6 一2
.3 1 101.3 0.5

H 100.2 一2
.3 H 100.6 一 〇

.7

皿 99.7 一 〇
.5 皿 102.7 2.1

IV 96.9 一2
.8 IV 104.8 2.0

93年 97年

1 97.2 0.3 1 106.9 2.0

1 96.5 一 〇
.7 H 106.5 一 〇

.4

皿 95.7 一 〇
.8 皿 106.7 0.2

w 94.3 一1
.5 w 104.0 一2

.5

は また,1.9%と や や高 い 伸 び(出 所)通 産省編 『鉱工業指数総覧』・同 『鉱工業生産

指数年報』より作成。
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となったが,す ぐまた伸びが落ちていき,96年 第1[四 半期にはまたマイナスと

なってしまっている。この ように,94年 に入ってから回復過程をたどったもの

の,重 い足 どりを10期,2年 半にわたって続 けた後,よ うや く96年後半か ら2%

に達する比較的高い伸びを続けたが,そ れも3期 で終 って しまい,97年 第II四

半期からはマイナス基調 とな り,後 退過程に突入 してしまった。

こうした,長 く続いた重い足 どりと,2%に 達す る比較的高い伸びが3期 で

終って しまったことによって,つ いに生産は106.9の 水準までしか届かず,前

の ピークである91年 第1四 半期の107.3に 達 しないうちに後退過程に突入 して

しまった。

年毎で見ても(第1-2表),94年0.9%,95年3.3%,96年2.3%,97年3,6%

第1-2表 年毎の鉱工業生産指数(1995年

=100)と その伸び率(%)

年 指数 伸び率 年 指数 伸び率
87 86.6 3.5 93 95.9 一3

.9

88 94.9 9.6 94 96.8 0.9

89 100.4 5.8 95 100.0 3.3

90 104.5 4.1 96 102.3 2.3

91 106.3 1.7 97 106.0 3.6

92 99.8 一6
.1

(出所)第1-1表 に同 じ。

第1-3表 鉱工業生産指数(1990年=100)

とその伸び率(%)

年 指数 伸び率 年 指数 伸び率
73 57.4 一 85 80.3 3.7

74 55.1 一4
.0 86 80.1 一 〇

.2

75 49.0 一11
.1 87 82.8 3.4

76 54.5 11.2 88 90.8 9.7

77 56.7 4.0 89 96.1 5.8

78 60.3 6.3 90 100.0 4.1

79 64.7 7.3 91 101.7 1.7

80 67.8 4.8 92 95.5 一6
.1

81 68.5 1.0 93 91.2 一4
.5

82 68.7 0.3 94 92.0 0.9

83 70.7 2.9 95 95.1 3.4

84 77.4 9.5 96 97.7 2.7

(出 所)第1-1表 に同 じ。

とどの年も低い伸びに終わり,そ

の結果,97年 に至っても106.0の

水準にとどまってお り,年 毎でも

前 の ピー クで あ る91年 の水 準

106.3を 越えることなく終ってし

まった。第1-3表 に見 られるよ

うに,1975年 以降だけを見ても76

年には11.2%,79年 には7.3%,84

年には9.5%,88年 には9.7%の 伸

びを記録 していたことと比較すれ

ば,一 度も5%を 越えることなく

終ってしまったこの景気回復過程

における回復力の弱さは一 目瞭然

であろう。

次に,設 備投資を見てみると,

第1-4表 に見 られるように,製

造業の設備投資は94年 前半にはま

だ20%前 後の非常に大 きなマイナ
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半 になって もまだ10%を 越 える

大 きなマイナス を続 けてい た。

95年 に入 って ようや くプ ラス に

転 じ,そ の後 もブラス を続 けた

が,い ず れの四半期 も1ケ タの

伸 びか10%を や や越 え るにす ぎ

ない あま り高 くない伸 び にと ど

まった。 そのため,製 造業 の設

備投 資 は97年 第1四 半期 に至 っ

て も まだ4兆7,488億 円 に しか

達 してお らず,前 の ピー クの91

年 第 皿四半期 の6兆4,987億 円

に比べ て26.9%も 低 い水 準 まで

しか 回復 しなか った。

年毎で見 る と(第1-5表),

94年 は 一15.8%と ま だ非 常 に大

きなマ イナス となってい るし,

95年 か らプ ラス に転 じた もの

の,95年,96年,97年 とそれ ぞ

れ7.4%,7.0%,9.0%と1ケ

タの低い伸 びに とど まった。そ

の結果,97年 に 至 って もまだ17

兆727億 円 に しか達 してお らず,

前 の ピー クの91年 の24兆3,272
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スを続けていたし,そ の年の後 第1-4表 四半期毎の製造業の設備投資額とそ

の伸び率(前 年同期比)

(単位 億円,%)

投資額 伸び率 投資額 伸び率
90年 94年

1 53,863 9.0 1 37,497 一20 .6

H 47,351 23.6 H 30,249 一18 .3

皿 60,206 21.6 皿 35,658 一12
.2

w 56,528 17.0 w 32,944 一11
.0

91年 95年

1 63,968 18.8 1 37,987 1.3

H 56,246 18.8 H 33,479 10.7

皿 64,987 7.9 m 39,589 11.0

IV 58,071 2.7 IV 35,395 7.4

92年 96年

1 59,034 一7
.7 1 41,789 10.O

H 47,852 一14
.9 H 35,062 4.7

皿 51,469 一20
.8 皿 42,067 6.3

w 46,307 一20
.3 w 37,766 6.7

93年 97年

1 47,220 一20 .0 1 47,488 13.6

H 37,007
一22

.7 H 35,807 2.1

皿 40,596 一21
.1 皿 46,451 10.4

IV 37,035 一20
.0 IV 40,981 8.5

(出所)大 蔵省編 『法人企業統計季報』より作成。

第1-5表 年毎の製造業の設備投資額とその伸

び率

(単位 億円,%)

年 投資額 伸び率 年 投資額 伸び率
87 118,627 一3 .9 93 161,858 一20

.9

88 147,557 24.4 94 136,348 一15
.8

89 185,590 25.8 95 146,450 7.4

90 217,948 17.4 96 156,683 7.O

91 243,272 11.6 97 170,727 9.0

92 204,661 一15
.9

(出所)第1-4表 に 同 じ.

億円に比べて29.8%も 低い水準までしか回復 しなかったのである。

以上のようなわけで,93年 末から景気はようや く回復局面に入ったのである

が,そ の足 どりは極めて重 く,生 産も設備投資も前のピークを回復することな
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く終って しまったのであり,と りわけ設備投資は前のピークに比べて遙かに低

い水準 まで しか回復 しなかったのである1)。

しかし,と もあれ,93年 末か ら回復過程に入 り,そ れが97年 春まで持続 した

のであるか ら,ま ず,そ の回復の主な要因について検討 してみることにしよう。

第2節 景気回復の主要因

1.景 気回復の主要因

景気回復の主要因を検討す るために,ま ず,94年 から96年 にかけての鉱工業

第1-6表 鉱工業各部門の生産指数(1995年=100)と その伸び率(%)

年 鉱 工 業 鉄 鋼 非鉄金属 金属製品 一般機械

93 95.9 一3
.9 97.1 一2

.9 96.3 0.9 97.7 一3
.6 90.2 一7

.8

94 96.8 0.9 96.3 一 〇
.8 97.2 0.9 99.6 1.9 91.6 1.6

95 100.0 3.3 100.0 3.8 100.0 2.9 100.0 0.4 100.0 9.2

96 102.3 2.3 97.4 一2
.6 103.2 3.2 100.8 0.8 104.8 4.8

97 106.0 3.6 102.2 4.9 107.4 4.1 98.9 一1 .9 108.3 3.3

年 電気機械 輸送機械 精密 機械
窯業・土

石 製 品
化 学

93 85.6 一 〇
.7 105.5 一5

.9 109.5 一10 .9 98.6 一3
.4 89.8 一 〇

.4

94 90.5 5.7 101.6 一3
.7 101.7 一7

.1 99.5 0.9 93.9 4.6

95 100.0 10.5 100.0 一1
.6 100.0 一1

.7 100.0 0.5 100.0 6.5

96 105.7 5.7 103.1 3.1 105.7 5.7 100.5 0.5 101.2 1.2

97 114.0 7.9 111.4 8.1 110.7 4.7 100.7 0.2 104.8 3.6

年
石 油 ・

石 炭 製 品

パ ルプ・紙 ・

紙 加 工 品

プラスチ ック

製 晶
繊 維

食 料 品 ・

た ば こ

93 95.3 2.9 94.1 一1
.7 99.6 一3

.5 110.7 一10
.1 99.3 0.1

94 98.8 3.7 96.1 2.1 99.4 一 〇
.2 106.4 一3

.9 100.7 1.4

95 100.0 1.2 100.0 4.1 100.0 0.6 100.0 一6
.0 100.0 一 〇

.7

96 100.6 0.6 101.5 1.5 102.4 2.4 97.0 一3
.0 100.6 0.6

97 102.9 2.3 104.0 2.5 103.7 1.3 94.9 一2
.2 100.1 一 〇

.5

年 その他工業

93 105.2 一4
.1

94 101.3 一3
.7

95 100.0 一1
.3

96 100.5 0.5

97 102.0 1.5

(出所)第1-1表 に 同 じ。
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各部門の生産動向を見てみることにしよう(第1-6表)。

鉱工業生産の94年 の伸びは全体で0.9%と なっているが,1～2%程 度の低

い伸 びの部門は別 として,3%を 越えるような比較的高い伸びを記録 している

部門は,電 気機械の5.7%,化 学の4.6%,石 油 ・石炭製品の3.7%で ある。

95年 は全体で3.3%の 伸びとなっているが,こ れよ り高い伸び となっている

のは鉄鋼の3.8%,一 般機械の9.2%,電 気機械の10.5%,化 学の6.5%,パ ルプ ・

紙 ・紙加工品の4.1%で ある。

96年 は全体では2.3%と 低 い伸びにとどまっているが,3%を 越えるような

比較的高い伸びとなっているのは,非 鉄金属の3.2%,一 般機i械の4.8%,電 気

機械の5.7%,輸 送機械の3.1%,精 密機械の5.7%で ある。

このように,い ずれの年にもいくつかの部門が3%を 越えるような比較的高

い伸 びを記録 しているが,い ずれの年も電気機械工業が一番高い伸びを記録 し

ていること,及 び,現 在,景 気動向を左右する部門は電気機械工業かせいぜい

のところ輸送機械工業以外 には考えにくいことを考慮すると,や はり,今 回の

景気回復 も電気機械工業主導によるものであると考えて間違いないであろう。

そこで,次 に,電 気機械工業についてやや詳 しく見てみることにしよう。

第1-7表 に見 られるように,電 気機械工業の94年 の伸びは全体で5.7%で

あったが,こ れより高い伸 びとなっているのは,民 生用電気機械の12.8%,通

信 ・電子部品の6.0%,半 導体素子の8.7%,集 積 回路の11.7%,電 子計算機の

8.3%,電 池の12.1%で ある。

95年 は全体で10.5%の 伸 びとなっているが,こ れより高い伸びとなっている

のは,静 止電気機械の13.5%,通 信機械の19.0%,半 導体素子の15.5%,集 積

回路の17.6%,電 子計算機の18.3%,電 気計測器の18.5%,電 池の12.2%で あ

る。

96年 は全体で5.7%の 伸びであったが,こ れより高い伸びとなっているのは,

通信機i械の42.2%,電 子計算機の22.3%,電 子応用装置の16。3%,電 気計測器

の7.0%,電 池の20.4%で ある。

これらの項 目のうち,電 子応用装置や電池はあまり重要ではないと思われる
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第1-7表 電 気機械工業の各項 目の生産指数(1995年=100)と その伸び率(%)

年 電気機械
回転電気

機 械

静止電気
機 械

開閉制御装

置 ・機 器

民生用電

気 機 械
93 85.6 一 〇

.7 91.2 一 99.8 一 97.5 一 82.1 一11 .9

94 90.5 5.7 93.2 2.2 88.1 一11 .7 98.2 0.7 92.6 12.8

95 100.0 10.5 100.0 7.3 100.0 13.5 100.0 1.8 100.0 8.0

96 105.7 5.7 101.1 1.1 97.2 一2
.8 99.7 一 〇

.3 101.4 1.4

97 114.0 7.9 102.2 1.1 104.4 7.4 101.8 2.1 95.7 一5
.6

年
配線 ・照

明用器具
通信機械

民生用電子

機 械

通信 ・電

子 部 品
半導体素子

93 101.3 一3
.1 81.1 11.4 107.8 一9

.6 87.9 5.0 79.7 0.0

94 101.1 一 〇
.2 84.0 3.6 104.8

一2
.8 93.2 6.0 86.6 8.7

95 100.0 一1
.1 100.0 19.0 100.0 一4

.6 100.0 7.3 100.0 15.5

96 103.0 3.0 142.2 42.2 87.4 一12 .6 101.0 1.0 92.6 一7
.4

97 104.1 1.1 167.6 17.9 91.3 4.5 120.4 19.2 107.4 16.0

年 集 積 回路 電子計算機 電子応用装置 電気計測器 電 池
93 76.2 6.1 78.0 一9

.1 100.0 0.9 91.8 1.7 79.5 一 〇
.5

94 85.1 11.7 84.5 8.3 94.6 一5
.4 84.4 一8

.1 89.1 12.1

95 100.1 17.6 100.0 18.3 100.0 5.7 100.0 18.5 100.0 12.2

96 99.0 一1
,1 122.3 22.3 116.3 16.3 107.0 7.0 120.4 20.4

97 97.0 一2
.0 136.4 11.5 108.9 一6

.4 112.7 5.3 144.1 19.7

(出所)第1-1表 に同 じ。

し,ま た,静 止電気機械や電気計測器は資本財であり,こ れ らの生産拡大は景

気回復の結果にす ぎないと思われるので,こ れ らを除くと,94年 は民生用電気

機械の12.8%,通 信 ・電子部品の6.0%,半 導体素子の8.7%,集 積回路の11.7%,

電子計算機の8.3%,95年 は通信機械の19.0%,半 導体素子の15.5%,集 積回

路 の17.6%,電 子計算機の18.3%,96年 は通信機械の42.2%,電 子計算機 の

22.3%が 注 目すべ きものとして浮かび上がって くるであろう。

そ して,こ れ らの中でも,現 在,電 気機械工業の中心を担 っているのは集積

回路を初めとする半導体やコンピューターや通信機械であることは特に言うま

でもないことであるから,94年 から96年 にかけて電気機械工業の拡大を主導 し,

したがってまた,景 気の回復を主導した ものは,94年 か ら95年 にかけての集積

回路 を初めとする半導体の生産拡大,及 び,94年 から96年 にかけてのコンピュー

ターや通信機械の生産拡大であると考えて間違いないであろう2)。

そこで,こ れらを個別 に詳 しく見てい くことにしよう。
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2.半 導体の生産拡大

まず,半 導体の生産拡大か ら見てみることにしよう。前項で見たように,94

年には半導体の生産はコンピューターや通信機械よりも高い伸びを記録 してお

り,し たがって,そ の生産拡大は景気が回復 を始めるに際して最 も重要な要因

となったと考えられるし,95年 におけるそれの一層順調な生産拡大は同年のコ

ンピューターや通信機械の生産拡大と相侯って景気回復を加速させる基本的要

因の一つ となったと考 えられるのであるが,そ れではこのような94年 から95年

にかけての半導体の順調 な生産拡大の基本的要因は何だったのであろうか。

半導体の生産が伸びるためには国内的には電子機器,と りわけ,コ ンピュー

ターや通信機械の順調な生産拡大が必要であろう。実際,94年 の段階ではまだ

コンピューターや通信機械の生産の伸びは全体 としてはあまり高 くはなかった

ものの,後 に見るように,パ ソコンや携帯電話の生産は大きな伸びがすでに始

まっていたのである。 したがって,こ のことが半導体の順調な生産拡大が始ま

る重要な要因となったことは間違いないであろうし,95年 におけるコンピュー

ターや通信機械の順調な生産拡大が半導体の一層順調な生産拡大に重要な役割

を果 したことも間違いないであろう。

しか し,半 導体の中で圧倒的部分を占める集積回路は輸出比率が高 く,こ の

ころすでに70%近 くに達 しているから3),や はり,輸 出の動向が半導体の生産

動向を決定する最 も重要な要因となっていると考えるべ きであろう。 このこと

は,96年 にはコンピューターや通信機械の生産が95年 よりさらに一層順調に拡

大したのに,集 積回路の方は輸出がマイナスとなるとともに生産 もマイナス と

なってしまっていることか らも言えるであろう。

そこで,第1-8表 によって半導体の輸出について見てみると,集 積回路の

輸出は90年 か ら91年にかけて低迷した後,92年 か ら2ケ タの伸びとな り,94年

か ら95年にかけてはそれぞれ28.6%,312%と 非常に高い伸びとなっている。

また,半 導体素子の方も集積回路 には及ばないが,94年 か ら95年にかけてそれ

ぞれ18.4%,21.5%と 高い伸びとなっている。
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第1-一一一8表 集積回路と半導体素子の輸出額 とその伸び率(%)

(単位100万 円,%)
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(出所)電 波新聞社 『電子工業年鑑』より作成。

こうして見ると,確 かに,94年 か ら95年にかけての半導体の順調な生産拡大

にはコンピューターや通信機械,さ らには,エ アコンの生産拡大を主な要因と

する民生用電気機械の生産拡大 も重要な役割を果 したことは間違いないであろ

うが,そ の基本的要因はやは りこのような,94年 から95年 にかけての輸出の大

きな拡大に求め られるべきであろう4)。

3.コ ン ピューターの生産 拡大

次に,94年 か ら96年 にかけてのコンピューターの生産拡大について見てみる

ことに しよう。

この間パソコンの生産が大きく伸びたことは誰でも知っていることであるか
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第1--9表84年 から97年にかけての電子計算機及び関連装置の生産額(台 数)と

その伸び率

(単位100万 円,台,%)

年 電算機及び関連装置 電算機本体 (パ ソコンを除 く本体)

84 2,914,884 一 1,106,351 一 838,349 一

85 3,378,773 15.9 1,366,768 23.5 1,028,182 22.6

86 3,920,441 16.0 1,550,918 13.5 1,186,881 15.4

87 4,408,023 12.4 1,780,539 14.8 1,397,590 17.8

88 5,092,046 15.5 2,167,396 21.7 1,679,129 20.1

89 5,658,260 11.1 2,623,317 21.0 1,824,378 8.7

90 5,814,254 2.8 2,665,593 1.6 1,758,707 一3
.6

91 6,083,429 4.6 2,937,392 10.2 2,014,125 14.5

92 5,416,946 一11
.0 2,579,600 一12

.2 1,590,779 一21
。0

93 4,811,574 一11
.2 2,318,865 一10

.1 1,301,933 一18
.2

94 5,122,594 6.5 2,388,639 3.0 1,223,422 一6
.0

95 5,195,884 1.4 2,631,171 10.2 1,150,263 一6
.0

96 5,962,481 14.8 3,299,103 25.4 1,211,019 5.3

97 6,499,837 9.0 3,620,002 9.7 1,167,902 一3
.6

(パ ソ コ ン)
年 台 数 金 額 関連装置の合計

84 1,638,020 一 268,002 一 1,808,533 46.6

85 1,923,757 17.4 338,586 26.3 2,012,006 11.3

86 2,007,837 4.4 364,037 7.5 2,369,523 17.8

87 1,973,880 一1
.7 382,949 5.2 2,627,485 10.9

88 2,424,428 22.8 488,267 27.5 2,924,651 11.3

89 2,903,778 19.8 798,939 63.6 3,034,943 3.8

90 3,018,251 3.9 906,886 13.5 3,148,661 3.7

91 3,033,927 0.5 923,267 1.8 3,146,037 一 〇
.1

92 3,014,891 一 〇
.6 988,821 7.1 2,837,346 一9

.8

93 3,070,573 1.8 1,016,932 2.8 2,492,709 一12
.1

94 3,747,206 22.0 1,165,217 14.6 2,733,955 9.7

95 6,382,177 70.3 1,480,908 27.1 2,564,713 一6
.2

96 8,942,438 40.1 2,088,084 41.0 2,663,378 3.8

97 10,091,894 12.9 2,452,100 17.4 2,879,835 8.1

(注)パ ソコン以外は金額のみ。

(出所)通 産省編 『機械統計年報』より作成。

ら,コ ンピューターの生産をパソコンとパソコンを除 くコンピュー ター本体 と

関連装置の3つ に分けて見てみると,パ ソコンの生産だけが大きく伸び,パ ソ

コンを除 く本体や関連装置の生産は極めて低迷 していることが第1-9表 か ら

直ちに明 らかになる。

パソコンの生産額は94年 に2ケ タの伸びとなった後,95年 には30%近 くの非
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常に高い伸びとな り,96年 には40%を 越 えるさらに高い伸びを記録 している。

これに対 して,パ ソコンを除 く本体の生産は92年 から95年 まで4年 にわたって

マイナスを続け,ピ ークの91年 に比べて42.9%,8,600億 円余 りも生産額を減

らした後,96年 になってようや くフ.ラス となったが,5.3%と いう低い伸びに

終わっている。 また,関 連装置の生産は91年 か ら93年 まで3年 にわたってマイ

ナスを続け,ピ ークの90年 に比べて20.8%,6,500億 円以上 も生産額 を減 らし

た後,94年 になってようや く10%近 くの増大を記録 したが,95年 にはまたマイ

ナスとなって しまったし,96年 には再 びプラス となったものの,3.8%と いう

低い伸 びに終わった。 この結果,こ の間平均 して93年 のボ トム水準よ り6.5%

程度高い水準に達 したにとどまった。

こういうわけで,こ の間のコンピューターの生産拡大はほとんどもっぱらパ

ソコンの生産拡大 によるものなのである。パソコンの生産は93年 か ら96年にか

けてのわずか3年 間で台数で約3倍,金 額で約2倍 という目ざましい増大 を記

録 した。

このようなパソコンの目ざましい生産拡大の最大の要因が93年5月 に発売さ

れたマイクロソフ ト社の基本 ソフ ト 「ウィンドウズ3,1」 や95年11月 に発売 さ

れた 「ウィンドウズ95」 にあることは論 を待 たないであろう。 これによってパ

ソコンの操作性が従来に比 して格段に向上したことがパソコンブームを引 き起

こしたのである。

4.通 信機械の生産拡大

最後に,通 信機械の生産拡大について見てみると,こ れに関してもこの間携

帯電話やPHS端 末の生産が 目ざましく拡大 したことは誰でも知っていること

であるか ら,まず,携 帯電話やPHSの 生産拡大について見てお くことにしよう。

携帯電話は 『機械統計年報』に92年版から個別項 目として登場 しているが,

第1-10表 に見 られるように,92年 から96年 にかけてのわずか4年 間で台数で

は14.1倍(1,302,651台 →18,413,971台),金 額 では5.3倍(147,172百 万円→
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第1-10表 無線通信装置の生産額(台 数)と その伸び率

(単位100万 円,台,%)

年 無線通信装置
携 帯 電 話

台 数 金 額
92

93

94

95

96

97

736,967

710,381

776,589

957,254

1,564,589

1,557,294

一7
.6

-3
.6

9.3

23.3

63.4

-0
.5

1,302,651

2,338,702

5,015,723

8,197,202

18,413,971

26,487,622

一

79.5

114.5

63.4

124.6

43.8

147,172

175,817

282,544

393,789

776,939

813,182

一

19.5

60.7

39.4

97.3

4.7

年
PHS(そ の他の陸上移動通信装置)

基地局通信装置
そ の 他 の
無線通信装置台 数 金 額

92

93

94

95

96

97

一

1,634,672

1,973,521

3,720,278

9,319,493

9,643,480

一

20.7

88.5

150.5

3.5

『

76,377

65,248

116,265

209,088

204,333

一

一14
.6

78.2

79.8

-2
.3

一

60,092

69,522

100,310

189,600

152,814

一

15.7

44.3

89.0
-19 .4

一

398,095

359,275

346,890

388,962

386,965

一

一9
.8

-3 .4

12.1

-0
.5

(注1)携 帯電話とPHS以 外 は金額のみ。

(注2)「 その他の無線通信装置」は全体から他の3項 目を差 し引いて算出。

(出所)第1-9表 に同じ。

776,939百 万円)と いう驚異的な伸びを記録 している。

PHS端 末は個別項 目としては97年 版から初めて登場 し,そ れ以前は 「その

他の陸上移動通信装置」の中に含め られてお り,こ の大半がP且S端 末である

と見 られるので,こ の項 目をPHS端 末の数字 と考えてお くと,同 じ表に見 ら

れるように,PHS端 末は95年 と96年 に台数でそれぞれ88.5%,150.5%,金 額

でもそれぞれ78.2%,79.8%と 目ざましい伸びを記録 している。

こうしたi携帯電話やPHS端 末の生産の驚異的な増大の基本的要因が94年4

月から始まった携帯電話の売 り切 り制の実施や通話料金の引き下げ,95年7月

からのPHSサ ービスの開始にあることは説明するまでもないであろう。

こうした携帯電話やPHS端 末の生産拡大にともなって基地局通信装置の生

産も95年 から96年 にかけて急激に伸びを高めている。そして,こ れ らの生産拡

大を主な要因として,第1-11表 に見 られるように,無 線通信機器全体 として

も94年 には2年 続いたマイナスがプラスに転 じ,95年 には2ケ タの伸びとな り,

96年 には52.8%と いう目ざましい伸びを記録することとなったのである。
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第1-11表 通信機械の生産額とその伸び率

(単 位100万 円,%)

年 通信機械 有線通信機器 無線通信機器
90 2,977,581 12.9 1,983,741 11.1 993,840 16.7

91 3,063,638 2.9 1,955,602 一1
。4 1,108,036 11.5

92 2,819,947 一8
.0 1,746,926 一10

.7 1,073,021 一3
.2

93 2,811,839 一 〇
.3 1,782,126 2.0 1,029,713 一4

.0

94 2,829,093 0.6 1,737,417 一2 .5 1,091,675 6.0

95 3,067,108 8.4 1,829,216 5.3 1,237,893 13.4

96 4,067,988 32.6 2,176,378 19.0 1,891,609 52.8

97 4,312,027 6.0 2,411,785 10.8 1,900,242 0.5

(出所)第1-9表 に 同 じ。

第1--12表 有線通信機器の生産額とその伸び率

(単位100万 円,%)

年 有線通信機器 電 話 機 電話応用装 置
89 1,785,535 0.7 200,841 28.4 179,205 6.9

90 1,983,741 11.1 261,122 30.0 162,849 一9 .1

91 1,955,602 一1
.4 307,129 17.6 164,178 0.8

92 1,746,926 一10 .7 273,737 一10
.9 152,295 一7

.2

93 1,782,126 2.0 251,976 一7
.9 157,226 3.2

94 1,737,417 一2
.5 213,360 一15

.3 157,975 0.5

95 1,829,216 5.3 163,283 一23
.5 156,237 一1

.1

96 2,176,378 19.0 138,209 一15
.4 162,217 3.8

97 2,41L785 10.8 135,336 一2
.1 172,107 6.1

年 電信 ・画像装置 交 換 機 搬送装置
89 515,431 7.4 459,477 0.0 430,581

一15
.4

90 458,724 一11
.0 536,625 16.8 564,421 31.1

91 428,533
一6
.6 547,995 2.1 507,767 一10

.0

92 399,15Q 一6
.9 489,944 一10

.6 431,800 一15
,0

93 362,794 一9
.1 508,214 3.7 501,916 16.2

94 318,017 一12
.3 532,410 4.8 515,655 2.7

95 304,008 一4
.4 598,421 12.4 607,267 17.8

96 303,224 一 〇
.3 771,308 28.9 801,420 32.0

97 316,295 4.3 894,836 16.0 893,211 11.5

(出所)第1-9表 に同 じ。

次に,第1-12表 によって有線通信機器について見てみると,有 線通信機器

の生産は全体では94年 はマイナスであったが,95年 にはプラスに転 じ,96年 に

は19.0%と 高い伸びとなっている。

しかし,こ の表か らす ぐわかるように,電 話機や電話応用装置や電信 ・画像
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装置の生産は極めて低迷 を続けている。特に,電 話機 と電信 ・画像装置の生産

の低迷は著 しく,電 信 ・画像装置は90年 か ら96年 まで7年 にわたって減少を続

けているし,電 話機 も92年か ら減少 を続けている。減少の幅は電話機の方が大

きく,96年 にはピーク時の91年 の半分以下にまで生産額を減 らしている。

これに対 して,交i換 機や搬送装置の方は94年 から96年 にかけて伸びを高めて

いる。94年 はまだ1ケ タの伸びにとどまっているが,95年 には両者 とも2ケ タ

の伸びとなり,96年 には両者とも30%前 後の非常に高い伸びとなっている。

こういうわけで,も っぱら交換機や搬送装置の生産拡大によって94年 にはマ

イナス となっていた有線通信機i器の生産 も95年 にはプラスとな り,96年 には

20%に 近い高い伸 びとなったのである。

これ ら交換機や搬送装置の生産拡大には携帯電話やPHSの 普及が大 きく寄

与 したことはもちろんであるが,こ のほかにも通信サービスの多様化や企業に

おけるネットワーク化の進展 もこれに寄与 したもの と見 られる5)。

したがって,こ の間の通信機械の生産拡大は無線通信機器の生産拡大による

もの とばか りは言えないが,し かし,携 帯電話やPHSや 基地局通信装置の生

産が大きく拡大 し,こ れが交換機や搬送装置の生産拡大にも大 きく寄与したこ

とを考えると,や は り,携 帯電話やPHSの 目ざましい生産拡大がこの間の通

信機械の生産拡大の基本的要因であると言って聞違いないであろう。

第2章 日本経済が低迷を続けている基本的要因

第1節 半導体,コ ンピューターの生産の伸びの鈍化

1.半 導体生産の伸びの鈍化

以上の ようなわけで,輸 出の拡大 を主な要因とする94年 から95年 にかけての

半導体の生産拡大,パ ソコンブームや携帯電話 ・PHSの 急速な普及による94

年か ら96年にかけてのコンピューターや通信機械の生産拡大によって日本経済

は94年 か ら96年 にかけてバブル後の深い不況か ら脱 して景気拡大を続けたので



66 商 学 討 究 第50巻 第1号

第2-1表 集 積回路の生産額 と

その伸び率

(単位100万 円,%)
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(出所)第1-9表 に同 じ。

あるが,す でに見たように,そ の拡大力は極

めて弱 く,75年 以 降で も拡大期には生産は

トー タルで10%前 後の伸びを達成 して きたの

であるが,こ の景気拡大では最高でも3%台

の非常に低い伸びにとどまったのであ り,そ

の結果,つ いに生産は前のピークを回復 しな

いで終わって しまい,厳 密な意味での景気拡

大には達 しないで拡大過程を終わって しまっ

たのある。

そこで,本 章 と次章では,な ぜ,拡 大力が

このように弱かったのか ということについて

明 らかにしていくことにしたい。

まず 目につ くのは,景 気拡大 を主導 した産

業のうち半導体やコンピューターの生産の伸

びが従来に比べるとだいぶ落ちてしまってい

ることである。そこで,こ のことについてま

ず見てみることにしよう。

まず,半 導体の方か ら見てみると,第2一

1表 は半導体の生産の長期的な動向を,主 要なものである集積回路 について70

年代後半か ら示 したものであるが,表 に見 られるように,集 積回路の生産は70

年代後半は75年 や77年 のような景気が低迷 していた年はマイナス乃至低い伸び

にとどまっているが,76年 には67.5%と いう目ざましい伸びを記録 しているし,

78年,79年 にも30%を 越える極めて高い伸 びを記録 している。

80年代 に入っても,80年 には50%近 くの極めて高い伸びを記録 しているし,

83年 から84年 にかけても急増 してお り,83年 には35%を 越える極めて高い伸び

とな り,84年 には70%を 越える目ざましい伸びを記録 している。また,81年 か

ら82年 にかけての深刻な不況の年にも20%を 越える高い伸びを続 けている。

このように,70年 代後半か ら80年代前半にかけて集積回路の生産は極めて順
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調に拡大 していったのであるが,し かし,80年 代後半になると様相は一変 して

しまう。マイナスや1ケ タの伸びが続 くようになった し,伸 びが高 くなっても

それが前より持続 しなくな り,そ の伸びの高 さも前に比べれば相当低いものに

とどまった。88年 か ら89年にかけてそれぞれ29.3%,18.1%と 高い伸びを記録

したが,そ れ まで記録 していた高い伸びに比べれば伸びの低下は歴然 としてい

る。

しかし,今回の94年 から95年 にかけての生産拡大ではそれぞれ14.5%,18,7%

の伸びにとどまり,つ いに20%に さえ届かずに終って しまったのである。

このように,集 積 回路の生産は,す でにそれまでに比べれば相当伸びが落ち

て しまっていた前回の88年 から89年 にかけての生産拡大の時 よりもさらに一層

伸びが落ちて しまったのであ り,こ のことが今回の景気拡大が極めて勢いの弱

いものに終ってしまった基本的要因の一つであると考えられるのである。

このように集積回路の生産の伸びが大 きく落ちてしまった要因には,も ちろ

ん,一 つには,民 生用電子機械の生産の低迷があるであろうし6),ま た,す ぐ

後で述べ るように,コ ンピューターの生産の伸びも以前に比べるとだいぶ落ち

て しまったこともその要因としてあるであろう。しかし,前 章で述べたように,

集積回路は輸出比率が高 く,70%に 届 くまでに達 していることを考えれば,輸

出の伸びの鈍化こそがその基本的要因であると考えるのが正 しいであろう。

そこで,前 章の第1-8表 によって集積回路の輸出の動向をやは り70年代後

半か ら見てみると,集 積回路の輸出は70年代後半は目ざましい伸びとなってお

り,75年 や79年 は100%を 越える驚異的な伸 びとなっているし,76年 や78年 は

60%を 越える極めて高い伸びとなっている。一番低い伸びであった77年 でさえ,

40%近 くの非常に高い伸 びとなっている。80年 代前半になると全体 として伸び

率はやや落ちたが,そ れでもまだ81年 は別 としてそれ以外の年は相当高い伸び

となっている。80年 は70%近 くの,ま た,84年 は80%を 越える目ざましい伸び

となっている し,82年 から83年 にかけては40%を 越える極めて高い伸 びとなっ

ている。

しか し,85年 以降はマイナスや低い伸びの年も多 くなっているし,高 い伸び



68 商 学 討 究 第50巻 第1号

となった年でも伸 び率は84年 以前に比べて大 きく落ちてしまっている。85年 以

降では,ま ず,87年 か ら89年 にかけて輸出が伸びてお り,特 に88年 か ら89年 に

かけてはそれぞれ42.8%,35.7%と かな り高い伸びとなっているが,以 前のよ

うに50%を 越えることはできなかった。次に,92年 か ら輸出が伸 び始め,今 回

の景気回復の基本的要因の一つとなった94年 から95年 にかけての高い伸びへ と

続いているが,前 回より一段低い30%前 後の伸びにとどまった。

こうして,85年 以降は回を重ねるごとに輸出の伸 びは大 きく落ちてきている

のであ り,こ うした輸出の伸 びの鈍化が集積回路の生産の伸びが鈍化 していっ

た基本的要因であると考えられるのである。

そして,こ うした輸出の伸びの鈍化の基本的要因が半導体摩擦の激化や,円

高の急進やアジア諸国の追い上げによる国際競争力の低下や,こ れ らにともな

う日本企業の海外生産の増大が進行 していったことにあるということは容易 に

推測することができるところであろう。

このことを示す最も身近な指標は第2-2表 に見 られるような集積回路の輸

入の大 きな増大である。86年 から95年 にかけて輸出(円 建て)は4.7倍 にしか

なっていないが(第1-8表 参照),同 じ期間に輸入(ド ル建て)は12.4倍 に

増大 している。アメリカか らの輸入はこの間に8.0倍 になっているし,ア ジァ

諸国のうちたとえば韓国か らの輸入は53.6倍 にもなっている7)。また,同 表に

第2-2表 集積回路の輸入額とその伸び率

(単位1000ド ル,%)

年 合 計 アメリカ 韓 国
86 867,181 26.0 652,319 25.0 55,616 16.9

87 1,121,084 29.3 820,927 25.8 97,270 74.9

88 1,758,338 56.8 1,295,163 57.8 174,339 79.2

89 2,254,282 28.2 1,062,795 一17
.9 252,550 44.9

90 2,595,475 15.1 1,833,569 72.5 225,774 一10
.6

91 3,017,099 16.2 2,074,696 13.2 301,083 33.4

92 3,066,814 1.6 1,978,914 一4
.6 343,942 14.2

93 4,238,327 38.2 2,573,664 30.1 735,681 113.9

94 6,059,380 43.0 3,238,431 25.8 1,528,380 107.8

95 10,754,011 77.5 5,208,233 60.8 2,982,295 95.1

96 11,733,662 9.1 6,062,067 16.4 2,167,340 一27
.3

(出所)通 産省編 『通商白書 各論』より作成。
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見 られるように,集 積回路の輸入は90年 以降伸びを落 としていたが,93年 か ら

また前より一層高い伸びを続けているのであり,こ こから90年代に入って上の

ような要因が速度を速めなが ら進行 していったことをうかがい知ることがで き

る。

第2-3表 は世界の半導体市場に占

める日本のシェアの推移をアメリカや

その他の国々のそれ と比較 したもので

あるが,こ の表から,日 本のシェアは

1988年 にピークの51.2%に 達した後一

貫 して低下 していること,そ して,低

下の速度が92年 以降速まってきている

ことを読みとることがで きる。ここか

らも,や はり,上 のような要因が進行

を続けたこと,そ して,90年 代 に入っ

てその速度が速まっていることをうか

がい知ることができるであろう。

また,図1は 日本電子機械工業会に

よる電子部品全体の生産の海外 シフ ト

第2-3表 世界の半導体市場に占める

米,日 本,そ の他の国々のシ
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べQ

(世界半導体市場統計)調

図1電 子部品の生産推移と海外シフト状況
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状況に関す る資料であるが,こ の図に見 られるように,電 子部品の海外シフ ト

率は91年 にはまだ20%に 達 していなかったが,94年 には早 くも40%に 達 し,96

年には45%に 近づ くというように,90年 代に入って急速に高まっているのであ

る。

以上のようなことから,半 導体摩擦の激化,円 高の急進 ・アジア諸国の追い

上げによる国際競争力の低下,そ して,そ れらにともなう日本企業の海外生産

の増大が速度を速めながら進行 していったことこそが,90年 代に入って集積回

路の輸出の伸びが前 より一層落ちてしまった基本的要因であると言 うことがで

きると思われるのである。

2.コ ンピューター生産の伸びの鈍化

続いて,第1-9表 と第2-4表 とによってコンピューターの生産の長期的

な動向を見てみることにしよう。

コンピューターの生産は75年 はマイナスとなっているが,76年 から80年代前

半にかけては2ケ タの伸びを持続 しただけでな く,20%を 越 えた年 も多 く見 ら

れ,極 めて順調な拡大を続けた。80年 代後半になると20%を 越える伸びはなく

第2-4表75年 から84年に かけての電子計算機及び関連装置の生産額とその伸び率

(単位100万 円,%)

年 電算機及び関連装置 電算機本体 関連装置の合計
75 520,896 一7

.8 259,120 一13 .5 261,776 一1
.3

76 597,341 14.7 240,605 一7
.1 356,736 36.3

77 683,599 14.4 294,5ユ6 22.4 389,083 9.1

78 857,744 25.5 379,854 29.0 477,890 22.8

79 1,050,170 22.4 457,860 20.5 592,310 23.9

80 1,177,573 12.1 488,900 6.8 688,673 16.3

81 1,351,591 14.8 566,538 15.9 785,053 14.0

82 1,623,554 20.1 669,730 18.2 953,824 21.5

83 1,955,331 20.4 721,770 7.8 1,233,561 29.3

84 2,519,841 28.9 711,308 一1
.4 1,808,533 46.6

(注)第1-9表 の84年 の電算機i及び関連装置,電 算機本体の数字にはパソコン,オ フコ

ンの数字が含まれているが,本 表の84年 の数字には含まれていない。

(出所)第1-9表 に同じ。
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なったが,そ れでもIO%台 のまずまずの伸びを続けていた。

このように,コ ンピューターの生産は76年 か ら80年代末まで順調な拡大 を続

けてきたのであるが,90年 代に入ると,不 況の年 にはマイナス,そ うでない年

にも1ケ タの伸びが大半で,2ケ タの伸び となっても1年 で終わって しまい持

続せず,80年 代後半 と比べても停滞の様相を相当濃 くしている。94年 から96年

にかけての期間に限っても,2ケ タの伸びとなっているのは96年 だけで最初の

2年 は1ケ タの低い伸びに終わっているのであり,80年 代後半と比べて伸びは

大 きく落ちているのである。

このような90年代 に入ってか らのコンピュータ・一…一生産の停滞の要因は第1-

9表 からす ぐわかるように,主 に,89年 頃か らのパ ソコンを除 く本体や関連装

置の生産の低迷にあるか ら,そ れ らの生産の低迷の要因について考えてみるこ

とにしよう。

まず,関 連装置の方か ら見てみると,こ れの場合 は輸出比率が高いから,第

2-5表 で輸出の動向を見てみると,輸 出は77年 に一時マイナスとなっている

が・その後は84年 まで時に 第2 _5表 関連装置の輸出額とその伸び率

は100%前 後に も達する極(単 位100万 円,%)

め て高 い伸 び を続 けてい

る。 しか し,80年 代後半に

なると,10%台 に達するの

がやっととなり,伸 びは大

幅に落ちている。 このよう

な停滞は90年 代に入 ってか

ら一層顕著になり,91年 以

降は2ケ タの伸びを記録 し

た年はな く,93年 か ら95年

の3年 間にわたってマイナ

スを続けている。

こうして,関 連装置の輸

年 輸出額 伸び率 年 輸出額 伸び率
75 10,463 21.9 86 967,023 10.4

76 32,206 207.8 87 1,097,399 13.5

77 29,007 一9
.9 88 1,129,488 2.9

78 47,852 65.0 89 1,180,411 4.5

79 60,625 26.7 90 1,373,116 16.3

80 82,077 35.4 91 1,422,581 3.6

81 135,787 65.4 92 1,549,447 8.9

82 263,651 94.2 93 1,432,593 一7
.5

83 529,558 100.9 94 1,382,042 一3
.5

84 895,369 69.1 95 1,327,213 一4
.0

85 875,838 一2
.2 96 1,349,207 1.7

(注)87年 までは関連装置(こ の中にはアナログ ・ハイブ

リッド型電算を含んでいる)と 周辺装置の合計。88年

以降はアナログ・ハイブリッド型電算と入出力装置 と

記憶装置とその他周辺装置の合計。

(出所)日 本電子計算機株式会社 『コンピュータノー ト』

より作成。
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出はすでに80年代後半から長期的な停滞が始 まっていて,90年 代に入ってそれ

が一層顕著になって きたのであ り,こ れが関連装置の生産の低迷の基本的要因

の一つとなっていることは間違いない。

これに対 して,内 需の方であるが,生 産額から輸出額を差 し引いたものを内

需の目安 と考えて,そ れによって見てみると(第2-6表),内 需は88年 まで

は順調な拡大を続 けたが,89年 には伸びを大幅に落とし,90年 か ら93年 にかけ

ては大きく減少 してい き,そ れ以降も低い水準で一進一退を続けている。

第2-一 ・6表 関連装置の内需 とその伸び率

(単位100万 円,%)

年 内需 伸び率 年 内需 伸び率
75 251,313 一2 .1 86 1,402,500 23.4

76 324,530 29.1 87 1,530,086 9.1

77 360,076 11.0 88 1,795,163 17.3

78 430,038 19.4 89 1,854,532 3.3

79 531,685 23.6 90 1,775,545 一4
.3

80 606,596 14.1 91 1,723,456 一2
.9

81 649,266 7.0 92 1,287,899 一25
.3

82 690,173 6.3 93 1,060,116 一17 .7

83 704,003 2.0 94 1,351,913 27.5

84 913,164 29.7 95 1,237,500 一8
.5

85 1,136,168 24.4 96 1,314,171 6.2

(出所)第1-9表,第2-4表,第2-5表 よ り作 成。

こっいうわけで,80年 代

後半か らの輸出の停滞が90

年代に入って一層顕著 にな

ったことと,89年 以降は内

需も大 きく低迷 してしまっ

たことが,関 連装置の生産

が89年 頃から大 きく低迷 し

ている要因であると考えら

れるのである。

80年代後半か ら輸出が停

滞 を開始 し,90年 代に入 っ

てそれが一層顕著になった基本的要因は,集 積回路の場合とほぼ同様,や は り,

円高の急進やアジア諸国の追い上げによる国際競争力の低下やそれにともなう

日本企業の海外生産の増大が速度を速めながら進行 していったことにあると考

えて間違いないであろう8)。

また,89年 以降内需が低迷 しているのは,主 に,パ ソコン以外の本体の生産

の低迷によると考えてよいであろう。

次に,パ ソコン以外のコンピューター本体 についてであるが,こ れに関して

は輸出比率はそれほど高 くないか ら,90年 代 に入って生産が低迷 している基本

的要因は内需の低迷にあると考えてよいであろう。内需の低迷には景気の低迷

の持続や財政事情の悪化 による公共部門からの需要の減少という要因も作用 し
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ていると見 られるが,バ ブル景気の最中の89年 頃か らすでに生産の低迷が始ま

っていることを考えると,パ ソコン以外のコンピューター本体の生産の低迷の

基本的要因は企業の情報化がそのころまでにすでにかなり進展 してしまったこ

とにあると考えるべ きであろう。

パソコン以外の本体の生産の低迷の要因として,景 気の低迷を別 とすれば,

コンピューターの小型化がその基本的要因として挙げられる場合が多いが,第

2-7表 を見ればわかるように,大 型 コンピュー ター(2億5,000万 円以上)

だけでな く,中 型(4,000万 円以上,2億5,000万 円未満)や 小型(1,000万 円

以上,4,000万 円未満)の コンピュー ターの納入 も低迷 しているのであ り,こ

のことを考えれば,パ ソコン以外のコンピューター本体の生産の低迷の基本的

第2-7表 型 別電子計算機納入状況(通 産省 「電子計算機納入調査」)

(単位 台,100万 円,%)

合 計 大 型
年
台 数 金 額 台 数 金 額

91 2,719,17] } 4,214,827 一 2,489 一 1,704,236 一

92 2,712,505 一 〇
.2 3,794,295 一10

.0 1,814 一27
.1 1,475,474 一13 .4

93 3,025,840 11.6 3,216,705 一15
.2 1,893 4.4 1,164,117 一21

.1

94 4,335,671 43.3 3,419,111 6.3 1,814
一4
.2 1,109,353 一4

,7

95 6,912,695 59.4 3,543,764 3.6 1,634 一9
.9 932,202 一16

.0

96 7,083,895 2.5 3,778,651 6.6 2,021 23.7 927,562 一 〇
.5

中 型 小 型
年
台 数 金 額 台 数 金 額

91 9,616 一 607,441 一 36,628 一 357,767 一

92 10,469 8.9 513,014 一15
.5 24,523 一33

.0 265,945 一25
.7

93 6,956 一33 .6 368,056 一28
.3 18,233 一25

.6 221,483 一16 .7

94 7,708 10.8 305,280 一17
.1 21,014 15.3 218,508 一1

.3

95 6,878 一10 ,8 310,257 1.6 21,682 3.2 192,675 一11
.8

96 7,938 15.4 303,360 一2 .2 26,252 21.1 192,271 一 〇
.2

超 小 型
年
台 数 金 額

91 2,670,438 一 1,545,383 一

92 2,675,699 0.2 1,539,862 一 〇
.4

93 2,998,758 12.1 1,463,049 一5
.0

94 4,305,135 43.6 1,785,970 22.1

95 6,882,501 59.9 2,108,630 18.1

96 7,047,684 2.4 2,355,458 11.7

(出 所)第2-5表 に 同 じ。
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要因はやはり企業や官庁における情報化が80年 代後半までに相当程度進展 して

しまったことにあると考えるのが正 しいと思われる。

第2節 耐久消費財生産の低迷

1.概 観

以上のようなわけで,93年 末から回復過程 に入ったにもかかわらず,そ れが

極めて足 どりの重いものとならざるをえなかった基本的要因は一つには半導体

やコンピューターの生産が伸びはしたものの,そ の伸びがすでにそれ以前に比

べて伸びが落ちていた80年 代後半に比べてもさらに一段低いものにとどまった

ことにあるのであるが,基 本的要因としてもう一つ指摘 しなければならないの

は,こ の間,耐 久消費財の生産が異常に低迷 したことである。

第2-8表 耐久消費財の生産指数とそ

の伸び率(%)

年 平成7年 基準 平成2年 基準
90 118.5 5.8 100.0 5.8

91 121.4 2.4 102.4 2.4

92 111.2 一8
.4 93.8 一8

.4

93 104.8 一5
.8 85.9 一8

.4

94 100.5 一4
.1 82.3 一4

.2

95 100.0 一 〇
.5 81.1 一1

.5

96 103.1 3.1 79.8 一1
.6

97 111.2 7.9 一 一

(出所)第1-1表 に 同 じ。

3.1%と 低 い伸 びに と どまってい る。

第2-8表 に見 られ るよ うに,耐 久

消費財 の生産 は92年,93年 に それぞれ

一8 .4%,-5.8%と 大 幅なマ イナス を

続 けていたが,景 気 回復 が始 まった94

年 にな って もまだ 一4.1%と 大 きなマ

イ ナス を続 け,続 く95年 に も 一〇.5%

とマ イナスの幅 は小 さ くな ったが,ま

だマ イナスを続 けた。 そ して,96年 に

な っ て よ うや くプ ラス と なっ たが,

この数字は平成7年 基準指数によるものであるが,こ の平成7年 基準指数で

は平成2年 基準指数には含 まれていなかったパソコンや携帯電話 ・P且Sが 新

たに耐久消費財に含 まれたため伸びが高 くなっているのであ り,そ れらの品 目

が耐久消費財に含まれていなかった平成2年 基準指数では,同 じ表に見 られる

ように,92年 のマイナスの幅は同じであるが,93年 か ら95年 にかけてのマイナ

スの幅はよ り大きくなっているし,96年 にもまだマイナスが続いているのであ
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り,こ こでは景気回復の問も耐久消費財の生産がマイナスを続けるというかつ

てない異常な事態 となってお り,耐 久消費財生産の異常な低迷が より明白とな

っているのである。

第2-9表 によって,主 要な耐久消費財が含まれている民生用電気機械,民

生用電子機械,乗 用車の生産について見てみると,ま ず,民 生用電気機械は92

年,93年 と2ケ タの大 きなマイナスが続いていたが,94年 には2ケ タの大 きな

プラスとなっている。その後急速に伸びが落ちていったため,91年 の前のピー

クを回復することはできなかったが,94年 から96年 にかけてなんとか増大を続

けている。これに対 して,民 生用電子機械は92年 から96年 にかけて5年 にわたっ

てマイナスを続け,し かも,一 度94年 に小 さくなったマイナスの幅が景気回復

の過程でまた急激に大 きくなっている。こうしたことの結果,前 のピークの91

年か ら96年にかけて生産が39.2%も 減少するという異常な事態 となっている。

また,乗 用車も民生用電子機械ほどではないが,景 気回復が始まってもマイナ

スが続 き,96年 になってようや くプラス となったが,低 い伸びにとどまるとい

うように相当な不振を続けている。

第2--9表 民生用電気機械,民 生用電子機械,及 び,乗 用車の生産指数(業 種分類,

1995年=100)と その伸び率(%)

年 民生用電気機械 民生用電子機械 乗用車
90 92.2 6.8 132.3 8.2 112.2 11.3

91 107.6 16.7 143.8 8.7 113.2 0.9

92 93.2 一13
.4 119.2 一17

.1 113.4 0.2

93 82.1 一11 .9 107.8 一9 .6 109.6 一3
.4

94 92.6 12.8 104.8 一2
.8 102.5 一6

.5

95 100.0 8.0 100.0 一4
.6 100.0 一2

.4

96 101.4 1.4 87.4 一12
.6 103.0 3.0

97 95.7 一5
.6 91.3 4.5 114.6 11.3

(出 所)第1-1表 に 同 じ。

こういうわけで,耐 久消費財の中でも民生用電子機械 と乗用車 という最 も重

要なものの低迷が目立っているのである。そ こで,以 下,こ れらについてやや

詳 しく見てみることにしよう。
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2.乗 用車生産の低迷

まず,乗 用車の方か ら見てい くことにしよう。

第2-10表 に見 られるように,乗 用車の生産台数は91年 か ら95年 まで5年 に

わたって減少 を続け,90年 の ピークから230万 台以上 も生産を減らしている。

特に93年,94年 にはそれぞれ9.4%,8.2%と いう大 きな減少を記録 している。

96年 になってようや く増大に転 じたが,3.3%と いう小幅 な増大 にとどまって

いる。金額の推移は台数の推移 とはやや異なっているが,そ れほど大きな違い

はない。

乗用車生産のこうした低迷の原因を探るため,第2-11表 で内需を表わす新

車登録台数と輸出台数 とを比べてみると,新 車登録台数は平成不況の問91年 か

第2-10表 乗用車の生産台数,金 額,及 びそれらの伸び率

(単位 台,100万 円,%)

年 台 数 伸び率 金 額 伸び率
90 9,947,972 9.9 12,966,259 12.1

91 9,753,069 一2
.0 13,220,073 2.0

92 9,378,694 一3
.8 13,204,039 一 〇

,1

93 8,493,943 一9
.4 12,040,414 一8

.8

94 7,801,309 一8
.2 10,967,616 一8 .9

95 7,610,533 一2
.4 10,812,840 一1

.4

96 7,864,676 3.3 11,479,529 6.2

97 8,491,440 8.0 12,675,386 10.4

(出所)第1-9表 に 同 じ.

第2・一一11表 乗用車の新車登録台数と輸出台数,及 び,そ れらの伸び率

(単位 台,%)

年 登 録 台 数 輸 出 台 数
90 5,102,236 15.9 4,482,130 1.8

91 4,867,702 一4
.6 4,452,233 一 〇 .7

92 4,454,012 一8
.5 4,408,864 一1

.0

93 4,199,451 一5
.7 3,910,584 一11

.3

94 4,210,168 0.3 3,359,814 一14
.1

95 4,443,906 5.6 2,896,223 一13
.8

96 4,668,728 5.1 2,860,080 一1
.2

97 4,492,006 一3
.8 3,579,131 25.1

(出所)日 刊自動車新聞社 『自動車産業ハンドブック』より作成。
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ら93年 にかけて減少を続けてお り,特 に,91年 から92年 にかけては輸出の減少

を大 きく上回る減少幅 となっているが,し か し,景 気が回復を開始 した94年 か

らは増大を続けている。94年 は0.3%の 微増にとどまったが,95年,96年 はそ

れぞれ5.6%,5.1%と まず まずの伸びとなっている。これに対 して,輸 出の方

は91年 から96年 まで一貫 して減少を続けてい

る。特 に93年 から95年 にかけては3年 連続 し

て2ケ タの減少 というこれまでにはなかった

極めて異常な事態 となっている。

こういうわけで,91年 か ら92年 にかけての

乗用車生産の減少に関 しては,内 需め減少の

方が大 きな要因であったが,93年 以降に関し

ては輸出の大幅な減少がその基本的要因とな

っているのである。

このような輸出の深刻な低迷の基本的要因

が,集 積回路の場合 と同 じく,貿 易摩擦の激

化や,円 高の急進やアジア諸国の追い上げに

よる国際競争力の低下や,そ れらにともなう

日本企業の海外生産の増大が速度を速めなが

ら進行 していったことにあることは容易に想

像 しうるところであろう。そして,こ のこと

は,自 動車全体の数字ではあるが,第2-12

表に見 られるように,輸 出が減少を続ける中

で,海 外生産が一貫 して増大 を続 けているこ

とや,第2-13表 に見られるように,乗 用車

の輸入 も増大を続けていることか ら見て間違

いのないところであろう。

第2-12表 日本のメーカーによ

る自動車の海外生産台

数(単 位 台,%)

年 台 数 伸び率
87 1,576,509

88 1,976,270 25.4

89 2,669,269 35.1

90 3,507,053 31.4

91 3,695,832 5.4

92 4,051,957 9.6

93 4,668,364 15.2

94 5,293,725 13.4

95 5,872,919 10.$
96 6,111,141 4.1

(出所)日 本自動車工業会調べ。

第2-13表 乗 用車の輸入台数

(単位 台,%)

年 台 数 伸び率
84 44,128 18.4

85 52,225 18.3

86 73,466 40.7

87 108,339 47.5

88 150,422 38.8

89 195,177 29.8

90 250,618 28.4

91 194,577 一22
.4

92 184,738 一5
.1

93 206,823 12.0

94 294,481 42.4

95 401,224 36.2

96 438,830 9.4

97 370,514 一15 .6

(出所)第2-2表 に 同 じ。
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3.民 生用電子機械生産の低迷

次に,民 生用電子機械 について見てみることにしよう。第2-14表 で民生用

電子機械の生産を改めて生産額によって見てみると生産の低迷はさらに一層は

っきりする。92年 には20%近 くの大幅マイナスとな り,93年 も15%近 くの大き

なマイナスとなっている。そして,そ の後の景気回復の期間も10%前 後のマイ

第2--14表 民 生用電子機械の生

産額

(単位100万 円,%)

年 生産額 伸び率
90 4,154,046 5.1

91 4,449,640 7.1

92 3,568,644 一19
.8

93 3,062,053 一14
.2

94 2,775,752 一9
.3

95 2,440,013 一12
,1

96 2,211,660 一9
.4

97 2,241,572 1.4

(出所)第1-9表 に同 じ。

第2-15表 民生用電子機器の国

内出荷額

(単位 億円,%)

年 出荷額 伸び率
91 23,296

92 20,445 一12
.2

93 19,438 一4
.9

94 19,319 一 〇
.6

95 19,951 3.3

96 20,009 0.3

97 19,712 一1
.5

(出所)日 本電子機械工業会 『民生

用電子機器データ集』1998年

版 より作成。

ナスを持続 している。その結果,前 のピーク

の91年 か ら96年 にかけて生産額は2分 の1以

下にまで減少 している。

このような生産の大幅な減少の原因を探 る

ため,第2-15表 と第2-16表 とによって内

需(国 内出荷額)と 外需(輸 出額)を 比較 し

てみると,92年 はどちらも2ケ タのマイナス

となっているが,内 需の方はその後はマイナ

ス幅を急速に小 さくしていき,95年 か ら96年

第2-16表 民生用電子機器の輸

出額

(単位100万 円,%)

年 輸出額 伸び率
83 2,829,502 8.0

84 3,495,443 23.5

85 3,805,492 8.9

86 2,940,932 一22
.7

87 2,317,231 一21
.2

88 2,207,837 一4
.7

89 2,286,845 3.6

90 2,617,821 14.5

91 2,696,423 3.0

92 2,257,514 一16 .3

93 1,751,721 一22
.4

94 1,541,508 一12
.0

95 1,313,301 一14
.8

96 1,283,020 一2
.3

97 1,393,288 8.6

(出所)第1-8表 に 同 じ。
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にかけてはわずかではあるがプラスに転 じている。 これに対 して,輸 出の方は

93年 には20%を 越える92年 よりさらに大 きなマイナスとなり,94年 から95年 に

かけても2ケ タの大きなマイナスを続けている。そして,96年 にもマイナスの

幅は小 さくなったものの,ま だマイナスを続けている。

こうした内需 と外需の比較から,民 生用電子機械の生産の異常な減少の基本

的要因は,93年 以降は先の乗用車の場合 と同 じく,輸 出の大幅な減少にあると

言えるであろう。

そ して,こ の輸出の大幅な減少の基本的要因も乗用車 などの場合 とほぼ同じ

であ り,円 高の急進やアジア諸国の追い上げによる国際競争力の低下やそれに

ともなう日本企業の海外生産の増大が速度を速めなが ら進行 していったことに

あることは容易に想像 しうるところであろう。そ して,こ のことは,第2-17

表に見 られるように,民 生用電子機器の輸出が大 きく減少する中でも,輸 入の

方は大 きな増大を続けていること,さ らには,第2-18表 に見 られるような,

主要な民生用電子機器の海外生産の増大によっても確かめ られるところである

と思われる。

以上のようなわけで,輸 出の大幅な減少 を主な要因として,景 気回復の過程

で も耐久消費財の生産は異常なほど低迷 を続けたのであ り,こ れもまた,93年

末以降の景気回復が極めて足 どりの重いものとならざるをえなかった基本的要

因の一つ となったと考えられるのである。

第2-17表 民生用電子機器の輸入額

(単位100万 円,%)

年 輸入額 伸び率 年 輸入額 伸び率
83 20,347 一22

,5 91 135,680 20.0

84 23,081 13.4 92 156,041 15.0

85 23,676 2.6 93 172,457 10.5

86 32,400 36.8 94 238,499 38.3

87 60,954 88.1 95 333,273 39.7

88 97,773 60.4 96 410,437 23.2

89 145,399 48.7 97 403,779 一1
.6

90 113,090 一22
.2

(出所)第1-8表 に同 じ。
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主な民生用電子機器の日系企業による海外生産台数とその伸び率

(単位1000台,%)

年度 カラーテレビ VTR CDプ レーヤ

85 11,365 5.7 2,063 150.7 2 一

86 12,351 8.7 2,727 32.2 75 37.5倍

87 13,579 9.9 3,826 40.3 386 414.7

88 15,931 17.3 5,297 38.4 1,298 236.3

89 16,989 6.6 5,259
一 〇
.7 3,488 168.7

90 19,937 17.4 7,298 38.8 5,243 50.3

91 22,716 13.9 10,128 38.8 4,561 一13
.0

92 23,243 2.3 10,688 5.5 4,205 一7
.8

93 27,473 18.2 14,227 33.1 4,952 17.8

94 32,985 20.1 21,929 54.1 11,365 129.5

95 35,483 7.6 20,096 一8
.4 12,253 7.8

96 43,585 22.8 26,647 32.6 10,978 一10
.4

97 38,471 一11
.7 25,447 一4

.5 11,124 1.3

年度 テープデ ッキ ステレオセ ット カーステレオ

85 455 一38
.7 2,717 100.7 一 一

86 621 36.5 3,929 44.6 ],473 一

87 1,254 101.9 4,082 3.9 3,709 151.8

88 1,092 一12
.9 6,082 49.0 3,795 2.3

89 1,080 一1
.1 4,459 一26

.7 4,541 19.7

90 1,581 46.4 4,572 2.5 5,414 19.2

91 1,264 一20
.1 5,045 10.3 5,395 一 〇

.4

92 1,759 39.2 4,990 一1 .1 7,252 34.4

93 1,913 8.8 8,563 71.6 8,706 20.0

94 2,486 30.0 12,184 42.3 10,594 21.7

95 2,260
一9
.1 12,803 5.1 12,492 17.9

96 2,197 一2
.8 23,609 84.4 18,303 46.5

97 2,213 0.7 18,152 一23
.1 19,437 6.2

(出所)第2-15表 に 同 じ.

第3章 政府の景気対策と財政事情の一層急激な悪化

以上,ま ず,93年 末か ら97年初めにかけての景気回復の要因について明 らか

にし,続 いて,そ の景気 回復が極めて足取 りの重いものに終わらざるをえなか

った要因について,実 体経済の面か ら明 らかにしてきたが,最 後に,景 気回復

が始まるころすでに急激に悪化 しつつあった国の財政事情やそのもとで行われ

た景気対策について考察し,景 気回復が極めて足 どりの重いものに終わ らざる

をえなかった要因についての実体経済の面からの分析を補足するとともに,こ
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の問の景気対策によって財政事情が一層急激 に悪化 したことについて述べてお

くことにしたい。

政府はバ ブル崩壊 にともなう91年 春か らの戦後最大級の不況 に対抗す るた

め,92年 度から93年度にかけて5回 にわたって景気対策を策定 し,公 共事業を

大 々的に拡大 した。この大規模な不況対策は,し か し,現 実に不況は戦後最大

級のものとなったのであるか ら,あ まり効果はなく,せ いぜいの ところこの不

況が文字通 り戦後最大のもの となるのを阻止するのにいくらか効果を発揮 した

にすぎないのであるが,税 収が落ち込む中での大規模な公共事業の拡大は,国

債発行額を急増 させ,バ ブル景気の問沈静化 していた財政危機を再び急激に激

化 させた。第3-1表 に見 られるように,国 債発行額は88年 度か ら91年度にか

けて6～7兆 円台で推移 していたが,92年 度には9兆5,000億 円余 りに増大 し,

93年 度には過去最高であった80年 度の14兆1,702億 円を大きく越える16兆1,740

億円という巨額の発行を余儀なくされた。その結果,国 債依存度 も91年度には

9.5%と10%を 割っていたが,そ の後急上昇 し,93年 度には21.5%に まで上昇

した。そして,こ れにともない国債発行残高 も急増 していき,93年 度末には192

兆5,000億 円余 りとな り,

200兆 円に手が届 くまで

となったのである。

こういうわけで,バ ブ

ル崩壊 にともなう戦後最

大級の不況の中で,財 政

危機iは1986年 の時点にお

けるより相当深刻な もの

となってい ったので あ

り,こ うした事情の もと

では,94年 以降の景気回

復過程 における景気対策

は極めて不十分なものに

第3-1表 普通国債発行額,発 行残高,国 債依存度の

推移

(単位 億円,%)

年度 国債発行額 国債発行残高 国債依存度
86 112,549 1,451,267 21.0

87 94,181 1,518,093 16.3

88 71,525 1,567,803 11.6

89 66,385 1,609,100 10.1

90 73,120 1,663,379 10.6

91 67,300 1,716,473 9.5

92 95,360 1,783,681 13.5

93 161,740 1,925,393 21.5

94 164,900 2,066,046 22.4

95 212,470 2,251,847 28.0

96 217,483 2,446,581 27.6

(注)国 債発行残高は年度末。国債依存度は国債発行額÷歳

出総額で,両 者とも決算額。

(出所)大 蔵省編 『財政統計』,『財政金融統計月報』より作

成。
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終わ らざるをえなかったのである。

実際,94年 度と96年 度には景気対策は策定されなかった。そのことを反映 し

第3-2表 公 的総固定資本形成(名 目)の 推移

(単位10億 円,%)

年度 公的総固定資本形成 伸び率
90 28,636.1 8.4

91 31,467.8 9.9

92 37,041.9 17.7

93 41,343.9 11.6

94 40,435.0 一2
.2

95 43,287.9 7.1

96 41,908.9 一3
.2

(出所)経 済企画庁編 『国民経済計算年報』

て,第3-2表 に見 られる

ように,94年 度 と96年度の

両年は公共事業全体 を表わ

す公的総固定資本形成はマ

イナスとなって しまってい

る。95年 度には5月 と9月

に2度 にわたって景気対策

が策定され,そ れを反映し

て公的総固定資本形成 もプラス となったが,7.1%と あまり高 くない伸びにと

どまっている。

こうして,財 政支出の面からの景気対策は極めて不十分なものに終わったの

であるが,周 知のように,92年 度か ら93年度にかけての公共事業の大規模な拡

大が思 うような効果を上げなかったことからの反省 もあって,94年 度か ら96年

度にかけては景気対策の一環 として当初ベースで所得税 ・住民税合わせて5兆

5,000億 円規模の減税が行われた。

減税は94年 度は特別減税 として,95,96年 度は一部を制度減税,一 部を特別

減税 として行われたが,減 税額は3年 とも同額であって,95,96年 度の減税額

は前の年度に比べて増 えたわけではないから,減 税によって所得や消費が増え

たわけではない。 これら両年度の減税は94年 度より所得や消費を減少させない

という効果を持ったにすぎないのである。 こうして,所 得や消費の増大効果 を

持 ちえたのは94年 度の減税だけであるので,94年 度の減税に絞ってその効果に

ついて考察 してみることにしよう。

景気回復の足 どりが重かったため94年 度の税収は当初見込みより下回ったか

ら,減 税実績も当然当初見込みより下回ったに違いないが,そ れは問題にせず

減税実績も5兆5,000億 円だったとして,そ れがすべて個人消費に回された と

すれば,そ れは第3-3表 に見 られるように277兆3,160億 円であった93年 度の
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第3-3表 家計部門の所得支出勘定

(単 位10億 円,%)

年度 受取=支 払 (差額) (伸び率) 直接税 (差額) (伸び率) 「その他」 (差額) (伸び率)

90 401,674.6 32,317.7 8.7 35,888.4 5,864.6 19.5 83,805.7 10,184.7 13.8

91 428,295.7 26,621.1 6.6 37,603.9 1,715.5 4.8 89,902.2 6,096.5 7.3

92 436,284.7 7,989.0 1.9 34,861.6 一2 ,742.3 一7
.3 91,459.9 1,557.7 1.7

93 444,326.3 8,041.6 1.8 35,181.6 320.0 0.9 90,316.4 一1 ,143.5 一1
.3

94 451,161.7 6,835.4 1.5 30,641.5 一4 ,540.1 一12
.9 91,616.2 1,299.8 1.4

95 458,907.9 7,746.2 1.7 30,168.4 一473 .1 一1
.5 94,410.5 2,794.3 3.1

96 468,209.7 9,301.8 2.0 29,280.2 一888 .2 一2 .9 94,133.3 一277 .2 一〇,3

年度 可処分所得 (差額) (伸び率) 貯蓄 (差額) (伸び率)最終消費支出 (差額) (伸び率) 貯蓄率

90 281,980.5 16,268.4 6.1 32,583.3 475.9 1.5 249,397.2 15,792.6 6.8 11.6

91 300,789.7 18,809.2 6.7 38,982.0 6,398.7 19.6 261,807.6 12,410.4 5.0 13.0

92 309,963.2 9,173.5 3.0 40,400.0 1,418.0 3.6 269,563.2 7,755.6 3.0 13.0

93 318,828.3 8,865.1 2.9 41,512.3 1,112.3 2.8 277,316.0 7,752.8 2.9 13.0

94 328,904.0 10,075.7 3.2 46,130.6 4,618.3 11.1 282,773.3 5.4573 2.0 14.0

95 334,329.2 5,425.2 1.6 44,808.6 一1 ,322.0 一2
.9 289,520.6 6,747.3 2.4 13.4

96 344,796.2 10,467.0 3.1 46,091.6 1,283.0 2.9 298,704.6 9,184.0 3.2 13.4

(注)上 段の 「その他」は直接税,貯 蓄,最 終消費支出以外の支出を合計 したもの。可処分

所得は受取から直接税と 「その他」を差し引いたもの。また,貯 蓄率は貯蓄÷可処分所

得。

(出所)第3-1表 に同じ。 」

最終消費支出に対 して約2%の 消費支出の拡大を可能としたであろう。しか し,

もちろん,減 税額がすべて消費に回ることはありえない。通常の場合でもそう

であるが,景 気回復の足 どりが重 く,収 入の伸びがあまり期待できない状況の

もとではなおさら,少 しくらい収入が増大 してもその多 くの部分が貯蓄に回さ

れることになるのは当然であろう。実際,国 民経済計算の制度部門別所得支出

勘定の家計部門を見てみると,同 じ表からわかるように,94年 度には減税のた

め可処分所得が前年度よ り高い伸び となったが,他 方では,前 年度 より4兆

6,000億 円以上 も貯蓄が増 えてお り,こ のため,最 終消費支出はかえって前年

度 より伸びが落ちて しまっているのである。こうして,結 局,94年 度の減税は

個人消費の伸びを高めるのには何 ら寄与 しなかったのであり,このことの中に,

景気対策 としての94年 度の減税が全 く中途半端なものであったことが明白に示

されていると言 ってよいのである。

以上のようなわけで,財 政事情が急激に悪化 しつつある中では,景 気対策は
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第3-4表 租税及印紙収入の推移

(単位 億円,%)

年度 租税及印紙収入 伸び率
86 418,768 9.6

87 467,979 11.8

88 508,265 8.6

89 549,218 8.1

90 601,059 9.4

91 598,204 一 〇
.5

92 544,453 一9 .0

93 541,262 一 〇 .6

94 510,300 一5
.7

95 519,308 1.8

96 520,601 0.2

(出所)前 出 『財政統計』 より作成。

従来型の財政支出によるものにしても,減

税 にしても結局の ところ極めて中途半端な

ものに終わらざるをえず,景 気拡大にはほ

とんど寄与することはできなかったのであ

り9),こ の こともまた,景 気回復の足 どり

が極めて重 くならざるをえなかった一因と

なった と考えられるのである。

このように,こ の間の景気対策は景気拡

大 にはほとんど寄与することはできなかっ

たのであるが,し か し,こ の間の景気対策,

特に,減 税 は財政事情を一層急激に悪化 させることには大いに寄与 したのであ

る。

租税及印紙収入は第3-4表 に見 られるように,94年 度には前年度に比べて

約3兆 円,5.7%も 減少 したし,続 く95年 度,96年 度 も減税の継続 と景気低迷

のためそれぞれ1.8%,0.2%と 極めて低い伸びにとどまった。 この税収入の低

迷を基本的要因 として歳入不足が拡大 していき,そ れとともに,国 債発行額も

急増 していったのである。先に見たように,す でに93年 度には16兆 円を超え,

過去最高 となっていた国債発行額は,第3-1表 に見 られるように,95年 度に

は21兆2,000億 円余 りとな り20兆 円の大台 を突破 し,96年 度にはさらに一層大

きな額 となった。こうした国債発行額の急増の結果,国 債発行残高は94年 度末

には200兆 円を突破 し,96年 度末には244兆6,581億 円と250兆 円に近づ くまでと

なった。そして,一 時9%台 まで低下 していた国債依存度も95年 度,96年 度に

はそれぞれ28.0%,27.6%と30%に 近づ くまでに高 まった。

こうして,94年 か ら96年 にかけての景気回復の重い足 どりとそのもとでの景

気対策は,93年 までにすでに急激 に悪化 していた財政事情をさらに一層急激に

悪化 させていったのである。
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む す び

以上,1993年 末から97年春 にかけての景気回復について,景 気回復の要因を

明 らかにした上で,初 めに述べた我々の考え方にもとついて,そ の景気回復が

極めて足 どりの重いもの とならざるをえなかった要因について具体的に明らか

にしてきた。

今まで述べてきたように,日 本経済は半導体やコンピューターや通信機械の

生産拡大 を主な要因として,バ ブル崩壊 にともなう長 く深い不況か ら脱 して,

93年末から回復過程 に入ったのであるが,し か し,ま ず,集 積回路は輸出が94

年か ら95年 にかけて伸 び,そ れを主な要因として生産が拡大 したものの,輸 出

の伸びはすでにそれ以前に比べて伸びが大きく落ちていた80年 代後半に比べて

も,一 段低い ものにとどま り,そ の結果,生 産の伸び もやは りすでにそれ以前

に比べて伸びが大 きく落ちていた80年 代後半に比べても一段低いものにとどま

ったのである。

また,コ ンピューターについて も,パ ソコンブームによってパソコンだけは

この間大 きく生産が拡大 したが,バ ブル景気の中ですでに情報化が相当程度進

展 してしまったことによってパ ソコン以外のコンピューター本体の生産は低迷

を続けたし,関 連装置の生産もパソコン以外の本体の生産の低迷に加えて,輸

出も低迷 したことによって低迷を続けた。このため,コ ンピューターの生産 も

パソコンの大 きな生産拡大 によって全体 として もある程度拡大 したのである

が,パ ソコンが普及 してい き,情 報化が大 きく進展 していったため順調な拡大

を持続 した80年 代後半 に比べれば,伸 びは大きく落ちて しまったのである。

そして,こ れ らに加 えて,こ の景気回復過程においては,輸 出の大 きな減少

が持続 したことによって,民 生用電子機械や乗用車の生産が回復過程の中でも

減少を続けるとい うかつてない異常な事態が生起 したのであった。

これ らのことが,93年 末からの景気回復が極めて足 どりの重いもの とならざ

るをえなかった基本的要因であるが,こ の中には情報化がバブル景気の中です

でに相当程度進展 してしまったということも含まれているものの,最 大の要因
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はやは り,輸 出の伸 びが鈍化 してしまったり,大 きな減少 を続けたということ

にあるのである。

そして,こ のように輸出の伸 びが鈍化 したり,大 幅に減少 して しまったのは,

今までい くつかの資料を援用 しなが ら述べてきたように,バ ブル景気 とその崩

壊にともなう長 く深い不況の中で,貿 易摩擦の激化や,円 高の急進やアジア諸

国の追い上げによる国際競争力の低下や,そ れらにともなう日本企業の海外生

産の拡大が速度 を速めながら進行 していったことよるのである。

そして,最 後に明 らかにしたように,こ うした実体経済面における困難に加

えて,す でに財政危機が極めて深刻化 していたため,景 気対策も極めて中途半

端なものにとどまらざるをえなかったこともまた,景 気回復が極めて足 どりの

重いものとならざるをえなかった一因となったのである。

こうして,結 局,初 めに述べたように,日 本経済が1986年 の時点ですでに抱

えていた深刻な困難がバブル景気 とその崩壊にともなう長 く深い不況 を経るな

かで一層強 く作用するようになったことこそが,景 気回復が極 めて足 どりの重

いものとならざるをえなかった根本的要因なのである。

ところで,こ の景気回復の過程の中でパソコンや携帯電話 ・PHSの 生産が

大 きく拡大 したが,そ れらはその中で相当程度普及 してしまい,97年 になると

どれも伸びを大 きく落 として しまってお り,98年 になるとその傾向は一層はっ

きりして きている。さらに,第2-3表 で見たように,半 導体における日本の

国際競争力は近年急激な低下を続けている。 これ らのことは,足 どりの重い も

のであった としてもとにか く景気回復 をもたらす力を持っていたパソコンや携

帯電話 ・PHSや 半導体が今ではもうその力を完全に失ってしまっているとい

うことを示 しているのであ り,こ のことと,国 や地方の財政事情が危機的状況

に陥っていることを合わせ考えれば,日 本経済は今や完全に行き詰まってしま

っていると言わなければならないのである。

日本経済はひたす ら電子機械を生産し,そ の多 くを輸出に振 り向けることに

よって高度成長が完全に破綻 した1975年 以降もいわゆる右肩上が りの成長を続

けてきたのであるが,そ れが今や完全 に破綻 してしまったのである。とすれば,



低迷を続ける日本経済 87

我々がこれか ら進むべ き道は,こ のすでに破綻 している道を無理矢理押 し進む

ことの中にではな く,真 に国民のための釣 り合いのとれた経済 を実現 してい く

ことの中に見い出されなければならないであろう。

[1999年4月28日 脱稿]
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注

1)今 回は製造業 ばか りでな 付表1

く,非 製造業においても設備

投資は,付 表1に 見 られるよ

うに,製 造業ほど大 きなマイ

ナスではないが,93年 か ら95

年にかけてマイナスを続けた

ため,そ してまた,96年 か ら

はプラスに転 じたものの1ケ

タの伸びにとどまったため,付 表2

97年 に至ってもまだ前のピー

クを回復 していない。ただ,

売上高の方は,付 表2に 見 ら

れるように,マ イナスは93年

の一1.0%だ けであったので,

94年 にはす ぐ前のピークを回

復 している。

非製造業の設備投資額とその伸び率

(単位 億円,%)

年 投資額 伸び率 年 投資額 伸び率
87 215,624 11.3 93 338,484 一9 .3

88 252,713 17.2 94 310,099 一8 .4

89 312,129 23.5 95 307,629 一 〇
.8

90 356,711 14.3 96 334,960 8.9

91 367,528 3.0 97 357,264 6.7

92 373,292 1.6

(出所)第1-4表 に 同 じ。

非製造業の売上高とその伸び率

(単位 億円,%)

年 売上高 伸び率 年 売上高 伸び率
87 6,319,964 9.2 93 8,569,033 一1

.0

88 6,882,795 8.9 94 8,846,461 3.2

89 7,353,884 6.8 95 9,341,512 5.6

90 8,127,568 10.5 96 9,865,565 5.6

91 8,583,710 5.6 97 9,749,025 一1
.2

92 8,659,944 0.9

(出 所)第1-4表 に 同 じ。

2)通 信機械の94年 の生産の伸 びは3.6%と 平均以下の低い伸 びにとどまって

いるが,後 に見 るように,通 信機械の生産拡大 を主導 した携帯電話の生産は

94年 にはすでに極めて高い伸びを記録 しているから,通 信機械の生産 もすで

に94年 か ら景気の回復に重要な役割 を果 していたと考えてよいと思われる。

3)『 通商 白書』 によると集積 回路の93年,94年,95年,96年 の輸出比率はそ

れぞれ62.0%,66.0%,68.6%,71.6%と されている(『通商白書 各論』平

成10年 版,693p)。

4)こ の輸出の拡大の要因について,『電子工業年鑑』(電波新聞社発行)は 「ア

メリカにおけるパソコン市場が極めて好調なこと,東 南アジアにおける民生

用電子機器生産の回復…。また,世 界的な移動体通信市場の拡大か らメモリ,

マイコンを中心に供給不足の状態に陥」(1997年 版,951p)っ たことをあげ
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て い る。

5)こ の 点 につ い て は,た とえ ば,前 掲 『電子 工 業 年鑑』1997年 版,578-

579pを 参 照。

6)こ れ について は次節 を参照。

7)韓 国か らの ほか,付 表3に 見 られ るよ うに,シ ンガポールや台湾 やマ レー

シヤ か らも輸入が急増 している。

付表3ア ジア諸国からの集積回路の輸入額 とその伸び率

(単位1000ド ル,%)

年 シンガポール 台 湾 マ レ ー シ ア

93

94

95

96

233,451

350,046

701,338

953,515

58.1

49.9

100.4

36.0

174,232

274,677

656,062

745,448

48.8

57.7

138.8

13.6

104,237

166,368

279,910

578,671

15.2

59.6

68.2

106.7

(出所)第2-2表 に同じ。

8)こ のことを示す最 も身近な指標 として,関 連装置の輸入額を挙げてお くこ

付表4関 連装置の輸入額 とその伸び率

(単位100万 円,%)

年 輸入額 伸び率 年 輸入額 伸び率
84 108,599 29.5 91 189,066 1.0

85 118,261 8.9 92 176,072 一6
.9

86 83,497 一29
.4 93 183,930 4.5

87 90,793 8.7 94 250,212 36.0

88 107,837 18.8 95 458,577 83.3

89 153,537 42.4 96 710,921 55.0

90 187,205 21.9 97 816,255 14.8

(注)87年 までは周辺装置。88年 以降は入出力装置と

記憶装置とその他周辺装置の合計。

(出所)第2-5表 に同じ。

とにしよう(付 表4)。 輸

出は85年 か ら96年にかけて

1.5倍 にしか なっていない

が,こ の間輸入 は6.0倍 に

増大 している。 また,94年

か ら96年にかけて輸入 は,

前に輸入が大きく伸びた88

年か ら90年 にかけてより遙

かに高い伸びを記録 してい

る。

9)と ころで,景 気対策は以上のほか金融面か らも実施され,公 定歩合が引き

下げられた。付表5に 見 られるように,日 銀は93年 後半から95年後半にかけ

て3回 にわたって連続的に公定歩合を引き下げ,す でにそれまでに2.5%と

いう極めて低い水準 にまで引 き下げ られていた金利を95年9月 には0.5%と

いうこれ以上の引 き下げはほとんど不可能 と思われるような異常に低い水準
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にまで引 き下げた。 しかし,付 表6の 国内銀行の貸出残高の推移を見ればわ

かるように,こ れも目立った効果はもた らさなかったのであ り,銀 行が膨大

な不良債権を抱 えているもとでは,そ の償却のために利用 されて しまい,景

気回復に積極的に寄与することはできなかったのである。

付表5公 定歩合の推移

(単位%)

付表6国 内銀行の貸出残高の推移

(単位 億円,%)

年 月 日
90.8.30

91.7.1

91.11.14

91.12.30

92.4.1

92.7.27

93.2。4

93.9.21

95.4.14

95.9.8

6.00

5.50

5.00

4.50

3.75

3.25

2.50

1.75

1.00

0.50

年末 貸出残高 伸び率
90 4,433,042 7.5

91 4,626,442 4.4

92 4,739,132 2.4

93 4,799,773 1.3

94 4,802,675 0.1

95 4,863,560 1.3

96 4,882,907 0.4

97 4,930,232 1.0

(出所)付 表5に 同 じ。

(出所)日 本銀行編 『経済

統計年報』


